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第１　地域における子育て支援

１　地域における子育て支援サービスの充実

(1) 家庭における子育て支援（Ｐ３０～３４）

①育児支援家庭訪問事業 [次世代育成課] ヘルパー派遣件数 ヘルパー派遣件数
６１件(延べ) 延べ　１５７回

②ひとり親家庭奉仕員派遣事業 [子育て支援課] 利用世帯数 １世帯 利用世帯数 ６世帯
延回数 ５回(１３時間) 延回数 １２回(５５時間)

③地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場) [子育て支援課] 設置箇所数 １３か所 設置箇所数 １０か所 設置箇所数 １０か所
　子育てサロン １０か所 　子育てサロン ８か所 　子育てサロン ８か所
つどいの広場

延利用者数 20,401人
つどいの広場 ２か所 つどいの広場 ２か所
函館短期大学，さゆり園

④家庭的保育等事業 [子育て支援課] 未実施 未実施

⑤ファミリー・サポート・センター事業 [子育て支援課] 事業の継続 会員数 依頼会員1,107人 会員数 依頼会員1,125人
提供会員　251人 提供会員　298人
両方会員　 97人 両方会員　107人

活動件数 ６，３２９件
⑥子育てアドバイザー養成・活用推進事業 [次世代育成課] 認定者数 ２４６名 前期計画に未登載 認定者数 ３２名

(延認定者数 １２３名）

⑦ひろば館事業 [次世代育成課] 実施箇所数 前期計画に未登載
児童館 ２５か所
母と子の家 １か所

（全施設での実施）

平成21年度実績
(前期計画分）

中央，花園，亀田港，美原，
石川，鍛治さくら保育園，大
澗，南かやべ

中央，花園，亀田港，美
原，石川，鍛治さくら，つ
つじ，南かやべ

函館短期大学，大森浜団地

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容

　子どもの養育に係る支援が必要であるにもかかわらず，自ら支援を求め
ることが困難な状況にある家庭に対して，過度な負担がかかる前に，保健
師やヘルパー等を派遣し，育児や家事支援を行うことにより，その家庭に
おける子どもの養育の安定化を図る。

　ひとり親家庭等の保護者が，技術習得，疾病，出張，事故，看護等の理
由で一時的に生活援助などのサービスが必要な場合に奉仕員を派遣する。

　保護者の労働その他の理由により，家庭での保育に支障がある場合など
に，保育士等の居宅等において適切な設備を整え，少数の児童を対象に保
育を行う事業。

平成22年度計画

事業の継続

　育児の援助を受けたい人（依頼会員）と行いたい人（提供会員）が会員
登録し，育児について助け合う会員組織の事業。

　子育て家庭における子育ての不安感等を緩和し，子どもの健やかな育ち
を促進するため，親子等の交流の場を開設し，子育てについての相談，情
報の提供，助言その他の援助を行う事業。

　子育てに関する専門的な知識や技能を有し，地域において積極的なボラ
ンティア活動が期待できる人材を養成し，その活動促進を図る事業。

　児童館や母と子の家において，子育て支援事業，世代間交流事業，地域
への施設開放事業の３事業を柱に，地域住民はもとより，子育てアドバイ
ザーをはじめとするボランティアの協力を得るなかで，子どもたちの健や
かな成長を地域全体で支えていくための仕組みづくりを進める事業。

地域の状況に応じて事業化
を検討する

事業の継続

３か所
※「ひろば館事業」等の同
様の取組みと併せて，全小
学校区での実施をめざす

子育て支援事業，世代間交流
事業，地域への施設開放，児
童館まつりの実施
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

⑧どさんこ・子育て特典制度 [次世代育成課] 事業の継続 前期計画に未登載 協賛店等件数 ９０件
　

⑨あおぞらひろば事業 [次世代育成課] 前期計画に未登載 未実施

⑩赤ちゃん休憩所設置事業 [次世代育成課] 前期計画に未登載 未実施

⑪お父さんのための子育て講座 [次世代育成課] 前期計画に未登載 未実施

⑫子育て応援券プレゼント事業 [次世代育成課] 前期計画に未登載 未実施

⑬乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） [健康増進課] 事業の継続 前期計画に未登載 対象者数 １，９１５人

(2) 施設における子育て支援（Ｐ３５～３８）

①私立幼稚園における季節学童預かり事業 [総務課] 施設数 １０か所 施設数 ５か所 事業の実施
延利用者数 ８，４７６人

②幼稚園預かり保育 [総務課，教育指導課] 事業の継続 （公立） 事業の実施
施設数 １か所
延利用者数 ２，２７７人
（私立）
施設数 ２３か所
延利用者数 ８２，８７１人

③幼稚園における託児事業 [総務課，教育指導課] 施設数 ２０か所 （私立のみ） 事業の実施
施設数 ７か所
延利用者数 ３，１７０人

　子育て中の父親等が，子育ての楽しさやすばらしさを実感できるよう，
男女共同参画の視点を取り入れた子育てに関する学習会や遊びの体験会等
を実施する事業。

　子育てに関する負担感の解消はもとより，子育て支援サービスの利用促
進を図るため，出生世帯等に子育て支援サービスに係るお試し利用券等を
配布する事業。

ニーズの把握に努め，その
状況に応じて事業化を検討

　生後４か月までの赤ちゃんがいるすべての家庭を保健師や子育てアドバ
イザーが訪問し，子育てに関する情報提供や相談等に対応する事業。

　私立の幼稚園の長期休業期間に施設などを利用して，小学校低学年児童
を預かる事業。

　幼稚園に就園している児童で，教育課程にかかわる教育時間終了後，希
望する児童をその幼稚園において，引き続き教育する。

　小学生までの子どもを持つ子育て家庭が，ステッカーが目印の協賛店や
協賛施設を利用する際に，認証カードを提示することで，商品の割引や
グッズの提供などの特典が受けられる制度。

ニーズの把握に努め，その
状況に応じて事業化を検討
する。

　子育てアドバイザー等のスタッフが絵本や遊具等を一式持ち，地域の公
園等に出向いて，絵本の読み聞かせや親子遊び等の子育て支援の取組みを
行う事業。

　公共施設等において，おむつ替えや調乳ができる設備を設置し，併せて
育児相談の対応等を行う事業。

　幼稚園行事等の際にその施設を利用して，未就園児を対象に，託児する
事業。

ニーズの把握に努め，その
状況に応じて事業化を検討
する。

ニーズの把握に努め，その
状況に応じて事業化を検討
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

④子育て支援短期利用事業（ショートステイ事業） [子育て支援課] 施設数 ２か所 施設数 ２か所 施設数 ２か所
（くるみ学園，国の子寮） （くるみ学園，国の子寮）
延利用者数 ５４人 延利用者数 ９７人

　
⑤トワイライトステイ事業 [子育て支援課] 施設数 ２か所 施設数 ２か所 施設数 ２か所

（くるみ学園，国の子寮） （くるみ学園，国の子寮）
延利用者数 ５０人 延利用者数 ４５人

⑥病後児保育事業 [子育て支援課] 施設数 １か所 施設数 １か所 施設数 １か所
定員 ６人 定員 ６人
延利用者数 １３人

⑦一時預かり事業 [子育て支援課] 施設数 ２９か所 施設数 ２７か所 施設数 ２６か所
延利用者数 ９，０６７人

⑧放課後児童健全育成事業 [生涯学習課] 施設数 ５２か所 施設数 （民営のみ）
公営 ４か所 施設数 ４３か所
民営 ３８か所 利用者数 １，３２９人
利用者数
公営 １１５人
民営 １,１９６人

⑨学童保育所における余裕教室の活用促進 [生涯学習課] 事業の継続 前期計画に未登載 余裕教室での実施
１２施設

　保護者等が，就業等の理由により，放課後，家庭等における適切な保護
および育成を受けることのできない小学校児童を対象に，学童保育所にお
いて，その保護や健全な育成を行う事業。

　保護者が急な残業などの理由により，夜間に不在となり，子どもの養育
が困難となった場合やその他緊急の用事ができた場合において，保護者が
帰宅するまでの間，施設で夕食を提供し，保育する事業。

　保育所入所児童で，病気回復期にあって，集団での保育が困難な児童
を，労働などの理由により，家庭で保育ができない保護者に代わって，医
療機関に付設した施設で一時的に預かり，保育する事業。

　保護者が病気，出産，冠婚葬祭等で一時的に子どもの養育が困難となっ
た場合に，７日間以内，保護者に代わって，保育する事業。

　保護者の断続的または短期間の労働や傷病等による緊急時その他の理由
により，家庭での子どもの保育が困難な場合に，保育所で一時的に保育す
る事業。

　民営学童保育所の安定した運営の支援や保護者負担の軽減を目的に，余
裕教室を活用した学童保育所実施の開設を推進する。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

(3) 子育て相談，情報提供体制の充実（Ｐ３９～４２）

①幼稚園における未就園児施設開放・相談事業 [総務課・教育指導課] 施設数 ２４か所 未就園児施設開放 事業の実施
私立 ２２か所
公立 ２か所

②子どもなんでも相談１１０番 [次世代育成課] 事業の継続 家庭児童相談員 ２名 家庭児童相談員 ２名
子育て支援員 １名 子育て支援員 １名
相談件数 ３２７件 相談件数 ２４４件

(11月末現在)

③子育てサポート教室 [子育て支援課] 開催箇所数 １２か所 開催箇所数 １２か所
開催回数 ８２回 開催回数 ８４回
延利用者数 １，６７４人

④子育て支援総合コーディネート事業 [次世代育成課] 事業化を検討する 未実施 未実施

⑤子育てネットらんど [次世代育成課] 事業化を検討する 前期計画に未登載 開催回数 １回
参加者数 ２５１名

⑥子育て支援ネットワーク研修会 [次世代育成課] 事業の継続 前期計画に未登載 開催回数 ４回

⑦地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場)(再掲) [子育て支援課]
⑧子育てアドバイザー養成・活用推進事業（再掲） [次世代育成課]
⑨ひろば館事業（再掲） [次世代育成課]
⑩あおぞらひろば事業（再掲） [次世代育成課]
⑪赤ちゃん休憩所設置事業（再掲） [次世代育成課]
⑫お父さんのための子育て講座（再掲） [次世代育成課]
⑬乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（再掲）[健康増進課]

　地域における多様な子育て支援サービスに関する情報を一元的に把握
し，保護者への情報提供，ケースマネジメント，利用援助等を行う事業。

 教員や保健師の資格を有する専任の相談員を配置し，子育て，障がい，病
気，家庭内の問題，保育園・幼稚園・学校での問題，虐待など，子どもに
関するあらゆる相談を受け付ける窓口を開設している。

　子育て支援に関わる市民団体から専門機関までの19団体に子ども未来室
を加えた20団体により構成される函館市子育て支援ネットワークによる地
域の子育て力の向上や子育て支援の機運の醸成を図るためのイベントを開
催する。

　市内の児童館・児童センターにおいて，月1回程度，小学校児童等の利用
が少ない平日の午前中に，子育てサロンの指導員や保健師による子育てや
健康に関する講話，育児相談，親子遊び，絵本の読み聞かせなどを行う。

　子育て支援ネットワーク参加団体の実務者や子育て家庭等を対象に，子
育てに役立つ知識や情報等を得るための講演会等を開催する事業。

 未就園児と保護者を対象に施設を開放し，未就園児を持つ子育て家庭への
支援を行うとともに，その機会に，子育てや幼児教育に関する各種の相談
に応じて，必要な情報提供等を行う事業。

「地域子育て支援拠点事
業」や「ひろば館事業」の
実施状況などを考慮しなが
ら事業の展開を図る
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

２　保育サービスの充実

(1) 多様な保育ニーズへの対応（Ｐ４３～４８）

①幼稚園預かり保育（再掲） [総務課，教育指導課]
②通常保育事業（認可保育所） [子育て支援課] 旧函館地区 施設数 ４８か所

施設数 ４５か所 定員 ３,６５５人
定員 ３,５２０人
４支所地区
施設数 ４か所
　定員 ３００人

③延長保育事業 [子育て支援課] 施設数 施設数 施設数
１時間延長 １１か所 １時間延長 ７か所 １時間延長 ８か所
２時間延長 ３か所 ２時間延長 ３か所 ２時間延長 ３か所
４時間延長 ２か所 ４時間延長 ２か所 ４時間延長 ２か所

④休日保育事業 [子育て支援課] 施設数 ２か所 施設数 ２か所 施設数 ２か所
定員 ５０人 定員 ５０人
延利用者数 １，９１８人

⑤保育所における障がい児保育 [子育て支援課] 施設数 １７か所 施設数 １４か所 施設数 １６か所
入所児童数 ３１人 入所児童数 ３５人

⑥夜間保育事業 [子育て支援課] 未実施 未実施

⑦特定保育事業 [子育て支援課] 未実施 未実施

　保護者の労働や疾病等の理由により，保育を必要とすることが認められ
る児童を，保護者に代わって保育を行い，児童の心身の健全な発達を図る
事業。

　保護者の労働等の理由により，保育所において保育を必要とすることが
認められる心身に障がい（軽度および中度）のある乳幼児を保育する事
業。

ニーズの把握に努め，状況
に応じて事業化を検討す
る。

公立保育園の民営化や老朽
化した施設の整備を進め，
定員の適正化もとより，保
育環境の充実を図り，適切
な保育サービスの提供に務
める

ニーズの把握に努め，状況
に応じて事業化を検討す
る。

　育所入所児童のうち，保護者の就業形態等により，休日において保育を
必要とすることが認められる児童を，保育所において保育を行う事業。

　夜間に保育を必要とする児童に対して，午前11時から午後10時までの保
育を行う事業。

　保護者が短時間勤務などにより児童を保育することができないと認めら
れ，その就労形態が「通常保育事業」の要件を満たしていない場合に，必
要な保育を行う事業。

　保護者の就業形態の多様化等に対応するため，通常の開所時間を超えて
１時間から４時間まで，保育所の保育時間を延長する事業。

鍛治保育園，さくら保育園の統
合・民営化

大澗保育園とのばら保育園の
統合

5



平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

⑧低年齢児保育対策事業（認可外保育施設） [子育て支援課] 施設数 ４か所 施設数 ４か所/７か所 施設数 ３か所／６か所
認可外保育施設児童数 認可外保育施設児童数

１２３人 ７２人

⑨季節保育所 [子育て支援課] 施設数 ２か所 施設数 ２か所
児童数 ３１人 児童数 ４２人

臨時保育士賃金の支出
施設整備費の補助

⑩保育所地域活動事業 [子育て支援課] 施設数 ２５か所 施設数 ２２か所(２９科目) 施設数 ２１か所(２８科目)
世代間交流 １９か所 世代間交流 １８か所
異年齢児交流 ８か所 異年齢児交流 ８か所
育児講座 ２か所 育児講座 ２か所

⑪認定こども園設置への適切な対応 [子育て支援課] 適切な対応に努める 前期計画に未登載 適切な対応に努める

⑫病後児保育事業（再掲） [子育て支援課]
⑬一時預かり事業（再掲） [子育て支援課]

(2) 保育サービスの質の向上（Ｐ４９）

①保育サービスの情報提供 [子育て支援課]

②保育の質の向上 [子育て支援課]

③保育サービス評価システムの導入検討 [子育て支援課] 未実施 未実施

　認定こども園の設置により，地域の実情に応じた多様化するニーズへの
対応が図られることから，今後，その設置にあたっては，地域における就
学前児童数や保育ニーズの状況を考慮するなど，適切に対応していく。

事業の継続

事業化の検討

事業の継続

　認可保育所の補完的役割を担う認可外保育施設において，委託により低
年齢児保育を実施する事業。

　市街地から離れた認可保育所未設置地区において，毎年４月から12月ま
での９か月間，農・漁業の繁忙期等における地域の保育需要に応じて保育
を実施する事業。

　サービス利用者の選択やサービスの質の向上に資する観点から，保育
サービス評価システムの導入について検討する。

　保育サービスの実施状況等に関する情報を市の情報誌などで提供すると
ともに，利用者の選択肢を拡げるため，ホームページなどを利用した積極
的な情報提供を推進する。

　地域において多様化する子育て支援に関するニーズに対応するため，地
域に開かれた社会資源として，保育所が有する専門的な機能を活用し，世
代間交流や異年齢児交流，育児講座などを実施する事業。

　各種研修会への参加，保育所内研修の積極的な実施を促進するととも
に，各種研修機会の充実を図るほか，各保育所における保育士等および保
育所の自己評価，第三者評価の取組みなどを促進する。

地域の保育ニーズに応じた
事業の継続

「保育所入所のしおり」，
ホームページ，各保育所など
において保育サービスに関す
る情報提供を行っている。

「保育所入所のしおり」，ホー
ムページ，各保育所などにおい
て保育サービスに関する情報提
供を行っている。

各保育所において所内研修，派
遣研修等を体系的，計画的に行
う。

各園での職場内研修の実施
各種職場外研修会，講演会等
への参加
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

３　子育て支援のネットワークづくり

(1) 子育て支援ネットワークづくりの促進（Ｐ５０～５２）

①ちびっこあそびの広場 [子育て支援課] 開催回数 年２回 開催回数 ２回 開催回数 ２回
参加者数 ７０５人 参加者数 ７６６人

②子育て支援ネットワーク事業 [次世代育成課] 事業の継続 前期計画に未登載 ネットワーク会議の開催
２回

部会の開催 ６回
イベントの開催 １回
研修会の開催 ４回

③地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場)(再掲) [子育て支援課]
④ひろば館事業（再掲） [次世代育成課]
⑤あおぞらひろば事業（再掲） [次世代育成課]
⑥お父さんのための子育て講座（再掲） [次世代育成課]
⑦子育てサポート教室（再掲） [子育て支援課]

(2) 子育て支援情報の提供の充実（Ｐ５３～５４）

①「すくすく手帳」の発行 [次世代育成課] 配布数 ３，０００部 前期計画に未登載 配布数 ３，０００部

②子育て支援情報提供事業 [次世代育成課] 前期計画に未登載 未実施

③育児情報誌「すくすく」の発行 [健康増進課] 配布数 ８，０００部 配布数 ８，０００部 配布数 ８，０００部
（年２回発行） （年２回発行）　子どもの年齢に応じた母子保健に関する育児情報誌を作成し，乳幼児健

診等で配布する。

　子育て支援に関わる市民団体から専門機関までの19団体に子ども未来室
を加えた20団体により函館市子育て支援ネットワークを構成しており，官
民協働により子育て支援を推進するため，地域の子育て力の向上や子育て
支援の機運の醸成を図るためのイベントや研修会等を実施する事業。

　色々な遊びを通じて，子育て家庭の親子等がふれあい，交流し，情報交
換を行うほか，育児・栄養相談などを行う子育てサロンとつどいの広場の
合同事業。

　子育て家庭を対象に，携帯電話を活用した登録制によるイベント案内や
各種サービスの情報提供など，子育て支援に関する情報掲載のメールマガ
ジンの配信を行う事業。

　子育てに関する情報誌機能と，写真やプリントシールの添付とともに，
子どもの成長記録の書き込みができるアルバム機能を併せ持ち，母子健康
手帳も一体で保管できるバインダー式の手帳を作成し，すべての出生世帯
と就学前児童を持つ転入世帯に配布する事業。

ニーズの把握に努め，その
状況に応じて事業化を検討
する
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

(3) 地域における子育て意識の啓発推進（Ｐ５５～５６）

①主任児童委員，児童委員の活動の促進 [社会課] 活動の促進 児童委員 ７１０人 児童委員 ７１０人
うち主任児童委員 ５８人 うち主任児童委員 ５８人

②地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場)(再掲) [子育て支援課]
③ひろば館事業（再掲） [次世代育成課]
④あおぞらひろば事業（再掲） [次世代育成課]
⑤子育てサポート教室（再掲） [子育て支援課]
⑥子育て支援ネットワーク事業（再掲） [次世代育成課]
⑦「すくすく手帳」の発行（再掲） [次世代育成課]
⑧子育て支援情報提供事業（再掲） [次世代育成課]
⑨育児情報誌「すくすく」の発行（再掲） [健康増進課]

４　児童の健全育成

(1) 児童の居場所づくりの整備推進（Ｐ５７～６２）

①児童館，母と子の家 [次世代育成課] 施設数 施設数 施設数
児童館 ２６か所 児童館 ２５か所 児童館 ２５か所
母と子の家 １か所 母と子の家 １か所 母と子の家 １か所

利用児童数

②根崎生活館 [次世代育成課] 事業の継続 前期計画に未登載 各種教室開催内訳
　洋裁教室 ２６回
書写教室 １４回
習字教室 ２８回
絵画教室 １０回
特別教室 １０回
（工作・読書会など）

③魅力ある児童館づくり推進事業 [次世代育成課] 事業の継続 前期計画に未登載 実施施設数(重複施設あり)
文化事業 ８か所
スポーツ事業 ３か所
レクリエーション事業 ７か所
その他事業 １０か所
(食育事業など)

④児童遊園遊具等整備事業 [次世代育成課] 施設数 ４１か所 施設数 ４０か所 施設数 ４０か所

⑤ひろば館事業（再掲） [次世代育成課]
⑥公園の整備 [緑化推進課] 施設数 施設数

公園 ３０２か所 公園 ３０４か所
緑地 ２５か所 緑地 ２５か所

開発行為帰属公園整備 ７か所 開発行為帰属公園整備 ５か所

　

　児童館や母と子の家において，職員が創意工夫し，地域住民の協力を得
るなかで，各種の文化・スポーツ活動等の拡充や新たな展開により，地域
に根ざした児童館や母と子の家づくりを推進し，児童の健全育成を図るた
めの事業

公園配置の地区バランスを
考慮し，少ない地区の整備
を充実。
町会等と協議を進めるな
ど，子どもの遊び場や地域
住民の憩いの場として，地
域に親しまれる公園づくり
に努める。

　公園・緑地の整備。

　児童に集団的，個別的な遊びの指導を行い，健康を増進するとともに，
豊かな情操を育み，児童の健全育成を図る。

　児童遊園の遊具等の維持補修をする。

　児童の健全育成や虐待防止の取組みなど，子どもと子育て家庭への支援
を住民と一体となって進めるため，主任児童委員，児童委員の活動を促進
する。

　児童生徒育成事業として，書写教室や絵画教室，習字教室を実施してい
るほか，小・中学校の夏休みや冬休み期間には，工作や折り紙，そば打ち
などの特別教室も実施する。

２９７，０４０人
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

③亀田青少年会館 [生涯学習課] 事業の継続 利用者数 ２７，４１３人 事業の実施

④青少年研修センター [生涯学習課] 事業の継続 実施回数 事業の実施
宿泊型 ５回/年
日帰り型 ３回/年

⑤公民館 [生涯学習課] 事業の継続 開催回数 開催回数
　講座 ３９回 公民館講座 ３９回
親子わくわくキャンプ　

ほか
⑥放課後子ども教室推進事業 [生涯学習課] 施設数 ２０校 施設数 ９か所 施設数 １０か所

開催回数 ３３２回 開催回数 ３４４回
⑦放課後子どもプラン指導員研修会 [生涯学習課] 開催回数 ７回 前期計画に未登載 基礎研修 １回

応用・実践研修 ３回
障がい児研修 ２回

⑧ウィークエンド・サークル活動推進事業 [生涯学習課] 事業の継続 前期計画に未登載 活動回数 ６回

⑨放課後児童健全育成事業（再掲） [生涯学習課]
⑩学童保育所における余裕教室の活用促進（再掲） [生涯学習課]
⑪学校開放事業 [スポーツ振興課] 事業の継続 施設数 事業の実施

校庭開放 １５校
プール開放 ２２校

⑫絵本の読み聞かせ [図書館] 事業の継続 実施回数 ３７７回 事業の実施

　休日に，障がいのある児童・生徒に対して，学生ボランティアと一緒に
活動できる体験の場と機会を提供する。

　子どもの時期から本に親しみ，本と接する機会の提供等を目的に，ボラ
ンティアによる紙芝居や絵本を使った読み聞かせの実演をする。

　小学生対象の公民館講座として，陶芸教室や絵画教室，書道教室を実施
する。

　市内に在住または勤務する勤労青年や児童，生徒，学生の，健全育成を
図るための場を提供する。

　市立学校の施設を学校教育に支障のない範囲でスポーツ活動等に開放
し，特に，校庭開放として小学校児童や保護者の付き添いのある幼児を対
象に体育館とグラウンドを開放しているほか，プール開放として成人の引
率者がいることを条件に児童・生徒の団体を対象に遊泳のためにプールを
開放する。

　小学校の余裕教室等を放課後の児童の活動場所として提供し，地域住民
や保護者，学生などにボランティアとして協力を得るなかで，遊びや交流
活動を通じて児童の健全育成を図る事業。

　青少年の健全育成と市民の生涯学習活動の促進を図るための宿泊研修施
設で，社会性や思いやりの心など，青少年の豊かな人間性をはぐくむ各種
体験活動事業を実施する。

　放課後児童健全育成事業および放課後子ども教室推進事業を一体的に推
進する放課後子どもプランに携わる指導員およびボランティアを対象に，
児童の健全育成に関する必要な知識習得のための研修会を実施する。

あさひ小，旭岡小，南本通
小，磨光小，万年橋小，鍛
神小，高丘小，本通小，柏
野小, 中部小

こどもまつり，少年少女・親子
向け各種スポーツ大会等の実施

（あさひ小，旭岡小，
　南本通小，磨光小，
　万年橋小，鍛神小，
  高丘小,本通小，柏野小）
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

(2) 少年非行，いじめ・不登校等に対する支援の推進（Ｐ６３～６５）

①子どもなんでも相談１１０番（再掲） [次世代育成課]
②非行防止活動 [生涯学習課] 事業の継続 活動人数 １，０６２回 事業の実施

昼間補導 ６２１回
夜間補導 ２５８回
特別補導 １８３回

③有害図書等販売状況一斉立入調査 [生涯学習課] 調査店舗数 ３７店舗 活動回数 １回 活動回数 １回

④適応指導教室の開設 [教育指導課] 施設数 １か所 施設数 １か所 施設数 １か所
通級数　　　　　　　　　　小学生　０人 通級数　 小学生　０人

中学生　５人 中学生　７人

⑤いじめ不登校等対策推進事業 [教育指導課] リーフレット配布数 パンフレット配布数 パンフレット配布数
２３,０００部 ２２,０００部 ２２，０００部

子どもの悩み相談電話 子どもの悩み相談電話
２か所 ２か所

第２　母子の健康確保と増進

１　子どもや母親の健康の確保

(1) 健康診査，保健相談・指導の充実（Ｐ６６～７０）

①妊婦健康診査 [健康増進課] 受診率の向上を図る。 受診率・数 受診率
一般健康診査 一般健康診査
１回目 1,922人(92.8%) 初回  1,954人
２～14回目 延19,249人 2～14回目 延21,420人

②妊産婦保健指導 [健康増進課] 11週以内届出率向上を図る 11週以内届出率 85.9％
母子支援連絡会の開催 ﾊｲﾘｽｸ妊婦への指導 随時 母子支援連絡会の開催

１６回 母子支援地域連絡会の開催 １６回
母子支援連絡票 100％支援 (中央病院，五稜郭病院) １６回

母子支援連絡票 241件
(100％支援)

　妊娠11週以内の届出率の向上を図るほか，妊産婦訪問や電話相談への対
応など，保健指導を充実・強化するとともに，母子支援連絡会や母子支援
連絡票の活用等，母子保健支援システム事業の活用により，ハイリスク妊
産婦への支援を行う。

　集団生活への不適応，学業に対する不安などによって，登校できない状
況にある児童・生徒を対象に，家庭訪問のほか，「やすらぎ学級」（南北
海道教育センター）における個別や小集団での指導や相談を行う。

　児童・生徒のいじめや不登校に関する問題について，その対応に係わる
協議等を行い，啓発用リーフレットの作成・配布や子どもの悩み相談電話
(南北海道教育センター)の開設，講演会や地域集会の開催（年１回）など
に取り組む。

　函館市補導センターの専任補導員５名および少年補導員（教員に委嘱）
により，大型店舗やカラオケボックス，ゲームセンター等で「声がけ」を
行いながら補導活動を実施する。

　青少年を取り巻く環境の浄化活動として，有害図書等の取扱い，陳列方
法等について，書店やレンタルビデオ店等への立入り実態調査を一斉に行
い，店主等への指導や協力要請を行う事業。

　母子健康手帳交付時，初回～39週前後の妊婦健康診査受診券を交付し，
健診費用の一部を助成する。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

③乳幼児健康診査 [健康増進課] 受診率の向上を図る。 受診率 受診率の向上を図る。
４か月児健康診査 99.7％
10か月児健康診査 94.3％
１歳６か月児健康診査

91.7％
３歳児健康診査 89.0％

④乳幼児健診二次スクリーニング [健康増進課] 実施回数 実施回数 実施回数
経過観察健診 ２４回 経過観察健診 ２３回 経過観察健診 ２３回
小児肥満フォロー児健診 のびっこ健診 １０回 小児肥満フォロー児健診
（のびっこ健診）１０回 （のびっこ健診） １０回

⑤乳幼児保健指導 [健康増進課] 事業の継続 母子支援連絡票 100％支援 支援の向上を図る
多胎児訪問 88.9％支援
障害児訪問 68.0％支援
ことばの相談 １１回

⑥定期予防接種 [健康増進課] 接種率100%をめざす。
(ポリオ，ＢＣＧ，麻しん，
風しん，三種混合）

⑦妊産婦歯科健診・相談 [健康増進課] 実施回数 ８０回 実施回数 ８７回 実施回数 １４４回
１２７人

⑧乳幼児歯科健診・相談 [健康増進課] むし歯有病者率
１歳６か月児健診時

4.5％
３歳児健診時 29.0％

乳幼児歯科健診の受診率の向
上を目指し，フッ素塗布実施
医療機関の情報提供に取り組
むなど，むし歯有病者率の減
少を図る。

乳幼児歯科健診の受診率の
向上を目指し，フッ素塗布
実施医療機関の情報提供に
取り組むなど，むし歯有病
者率の減少を図る。

　妊産婦を対象として，歯科健診，相談，歯科保健に関する啓発を行う。

　４か月，10か月，1歳６か月，３歳児の健康診査事業および小児科医師の
指示により発達相談を行う。

　感染症を防止するために，主に乳幼児に対し，ポリオ，ＢＣＧ，麻し
ん，風しん，三種混合等のワクチンを接種する。

　乳幼児健診での保健指導を行うとともに，低体重児，多胎児，障がい児
に対する訪問指導，来所相談や電話相談などの乳幼児相談事業，ことばの
相談を行う。

　乳幼児健診において経過観察が必要とされる子どもに，発育・発達に遅
れがあると思われる子どもを対象とする経過観察健診（訓練含む）および
肥満予防対策が必要な子どもを対象とする小児肥満フォロー児健診（の
びっこ健診）を実施する。

　10か月児健診時に歯科相談を，1歳6か月児健診，3歳児健診時に歯科健診
と歯科相談を行っており，また，１歳以上の幼児を対象にフッ素塗布を行
う。

予防接種の必要性について，
継続して啓発していく。

接種率の向上を目指し，普及啓
発に努める。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

⑨周産期母子医療センターとの連携 [健康増進課] 周産期医療センター定期
連絡会 １２回
母子支援連絡票による支援 市内全産婦人科からNICUへ搬送

１００％ 随時
妊産婦死亡 ０人 妊産婦死亡 １人
周産期死亡率(出生千対) 0.0 周産期死亡率(出生千対) 2.6
乳児死亡率(出生千対) 0.0 乳児死亡率(出生千対) 1.1
新生児死亡率(出生千対) 0.0 新生児死亡(出生千対) 0.5

⑩特定不妊治療助成制度 [健康増進課] 事業の継続 助成利用者 １７９人

⑪産後うつ・育児支援事業 [健康増進課] 支援率 １００％ 前期計画に未登載 事業の実施

⑫乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（再掲）[健康増進課]

(2) 母子保健の情報提供の充実（Ｐ７１～７２）

①「すくすく手帳」の発行（再掲） [次世代育成課]
②子育て支援情報提供事業（再掲） [次世代育成課]
③事故防止周知啓発事業 [健康増進課] ※不慮の事故による死亡 事故予防の啓発の実施

（H21.1～H21.12）
０～４歳児 1件

④両親学級 [健康増進課] 開催回数 １２回 開催回数 １０回 開催回数 １１回
参加者数 ４８０人

⑤プレパパ・プレママのためのセミナー（両親学級講演会） [健康増進課] 開催回数 ３回 開催回数 ３回 開催回数 ３回
参加者数 ８４人

リスクの高い妊産婦や新生
児，乳児への支援が効果的に
行われるよう，継続して実施
していく。

　妊婦とその夫・家族に対して，妊娠中の健康管理や出産・育児に関する
知識を普及・啓発するため，実習や体験学習を行う。

事故による死亡などの防止
に努める

　指定医療機関で特定不妊治療を受けた夫婦に対して費用の一部を助成す
ることにより，経済的負担の軽減を図る。

　ハイリスク産婦およびハイリスク乳児を持つ母親を対象に，保健師によ
る家庭訪問を行い，乳児の健康状態の把握や育児相談など，必要な支援を
行う事業。

　ハイリスク妊婦等を対象として，分娩に伴う妊婦，乳児の死亡を減少さ
せるため，状況に応じて市内の全産婦人科が周産期母子医療センター（総
合周産期母子医療センター：函館中央病院）への搬送を行っている（道事
業）が，退院後の支援のため，同センターとの定期連絡会等を実施するな
ど，今後も同センターとの連携を促進する。

　妊婦とその夫・家族に対して，妊娠中の健康管理や出産・育児に関する
知識を普及・啓発するため，実習や体験学習および講演会を行う事業。

　両親学級，乳幼児健診，子育てサポート教室等において，誤飲，転落，
転倒，やけど等の子どもの事故予防のための啓発を行う。

事業の実施

母子支援地域連絡会（中央病院
年１２回）を通じて連携を図る
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

⑥初まご教室 [健康増進課] 開催回数 １回 前期計画に未登載 開催回数 １回

⑦乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（再掲）[健康増進課]
⑧育児情報誌「すくすく」の発行（再掲） [健康増進課]
⑨産後うつ・育児支援事業（再掲） [健康増進課]
⑩えほんふれあい事業 [図書館] 事業の継続 実施回数 ５１回 事業の実施

２　「食育」の推進

(1) 食に関する学習機会，情報提供の充実（Ｐ７３～７５）

①食育だよりの発行と講演会の開催 [子育て支援課] 「食育だより」の発行 「食育だより」の発行 １２回 「食育だより」の発行 １２回
年１２回 講演会 ２回

②「すくすく手帳」の発行（再掲） [次世代育成課]
③離乳食教室 [健康増進課] 開催回数　　　　　　　　年６回 開催回数 ４回 開催回数 ４回

④育児情報誌「すくすく」の発行（再掲） [健康増進課]
⑤乳幼児健康診査（再掲） [健康増進課]
⑥学校における食育の推進 [教育指導課] 事業の継続 食の指導に係る学校教育 食の指導に係る学校教育指導　

指導 全校 全校
学校栄養士研究会におけ
る講演，助言　　　　　　　１回

栄養教育研究会における指導，
助言　　　　　　　２回

　乳幼児を持つ保護者を対象に，食事が心身の発達に与える影響など，食
事の重要性について周知・啓発を図るため，リーフレットの配布や講演を
実施する。

　食に関する指導について，各学校教職員に対する指導助言を行うととも
に，栄養教育研究会と連携して，学校における食育を推進する。

　乳幼児を持つ親を対象に，離乳食についての意識啓発を図るため，講話
と調理実習，食事相談などを行う。

　絵本の読み聞かせを通じて，保護者と子どものふれあいを深め，安定し
た関係をつくることを目的として，10か月児健診時に読み聞かせサークル
による読み聞かせを実演し，推薦絵本と読み聞かせ案内についての情報を
提供する事業。

　初めての孫を持つ祖父母に対して，最近の子育てについての情報提供の
ほか，講話や実習を行う事業。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

３　思春期保健対策の充実

(1) 思春期保健に関する知識の普及促進（Ｐ７７～７８）

①ひろば館事業（再掲） [次世代育成課]
②特定感染症検査等事業 [保健予防課] ＨＩＶ検査数 ４３６件

検査数 ２３２件 検査数 ２４８件

③エイズ対策促進事業 [保健予防課] エイズ研修会 年１回 教育関係者等を対象とした 教育関係者等を対象とした
健康教育 年３回 教育研修講習会 １回 教育研修講習会 １回
パネル展 年３回

１回 ３回

④思春期保健講演会 [健康増進課] 開催回数 年１回 開催回数 １回 開催回数 １回
参加者数 １２２人 参加者数 ９５人

⑤思春期教室 [健康増進課] 開催回数 事業の実施
出前健康教育 ３校３回
体験学習 ２校５回
※10代の人工妊娠中絶数

１０６件
※10代の性感染症患者数

１６件
⑥思春期保健相談 [健康増進課] 事業の継続 相談件数 事業の実施

来所
電話
訪問
（相談専用電話の設置）

教育委員会や学校，性と薬
物を考える会等との連携を
一層強化し，思春期教室の
拡充に努める

ＨＩＶ抗体検査およびエイズ
に関する相談の実施

　思春期における身体的，精神的問題や性に関する不安や悩み等につい
て，個々のケースに応じた相談を行う。

　エイズ・HIV感染の早期発見とまん延防止のため，HIV抗体検査を実施す
るとともに，相談体制の充実および知識の普及・啓発を推進する事業。

　若年者や教育機関関係者を対象とした研修会・健康教育等を開催し，エ
イズに係る正しい知識の普及・啓発および予防教育を推進する事業。

　思春期の子どもを持つ保護者，関係機関等を対象に，思春期の特徴や性
行動を含めた問題行動の現状や対応方法について講演会を開催する。

　思春期の子どもたちが，生命の尊さや人間尊重，男女平等の精神に基づ
いた異性観を持ち，適切な行動がとれるよう，出前健康教育や，あかちゃ
んだっこ教室などの体験学習を実施するほか，教材の貸出しや情報提供な
どを行う。

若年者を対象とした健康教育

ＨＩＶ抗体検査およびエイズに
関する相談の実施

実０人，延０人
実73人，延73人
実０人，延０人

若年者を対象とした健康教育
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

⑦思春期保健関係機関連絡会 [健康増進課] 連絡会の開催 年２回 連絡会の開催 ２回 連絡会の開催 ２回

(2) 喫煙，薬物等に関する教育の推進（Ｐ７９～８０）

①薬物乱用防止普及事業(「ダメ。ゼッタイ。」普及運動） [医務薬事課] 啓発活動 ３０回 ヤング街頭キャンペーンに ヤング街頭キャンペーンに
よる啓発 １回 よる啓発 １回
（リーフレット等の配布） （リーフレット等の配布）

②アルコール関連予防事業 [保健予防課] アルコールキッズ教室実施校 児童対象の健康教室 ８回 児童対象の健康教室
５校 ７校　１３回

③未成年者防煙対策事業 [健康増進課] 開催回数 年５回 開催回数 ５回 開催回数 ５回

４　小児医療の充実

(1) 小児医療の充実，確保（Ｐ８１～８２）

①小児救急電話相談事業（道事業）の普及・啓発 [保健企画課] 事業の普及・啓発

②小児救急に関する情報の提供 ［保健企画課］ 事業の継続 前期計画に未登載

③未熟児養育医療給付 [健康増進課] 給付者数 ５１人 給付者数 ４９人

④小児慢性特定疾患治療研究事業 [健康増進課] 事業の継続 小児慢性特定疾患医療 給付者数 １６４人
給付者数 １６０人

　子どもによくある病気の症状における応急処置のポイントや，時間外で
もすぐに病院・診療所を受診した方が良い時のポイントなどの情報につい
てホームページに掲載するなど，情報提供を実施する。

作成したガイドブックの配
付。夜間診療などを行ってい
る医療機関は一覧表を更新
し，ホームページで公表。

事業の継続

　問題解決のため，関係機関のネットワークを構築し，思春期保健対策を
推進する。

　慢性疾患の治療研究の対象となる疾病の治療方法に関する研究等に資す
る医療に要した費用の一部を給付する。

　養育のために病院等に入院することを必要とする未熟児に対して，その
養育に必要な医療費を給付する。

　児童・生徒や父母等を対象として，たばこの健康への影響に関する知識
についての講習会を行う。

　「ヤング街頭キャンペーン」として，街頭啓発を行うとともに，中学
校・高校等での講話を行い，若年層の薬物乱用防止の普及・啓発を図る。

　道が実施する，子どもを持つ保護者が，夜間，電話により専門家から子
どもの症状に応じた適切な助言を受けることができる「小児救急電話相談
事業」の普及・啓発を図る。

　小学５～６年生を対象として，講話やアルコールパッチテストを行うこ
とにより，アルコールに関する知識等の普及・啓発を図る。

市作成の小児救急ガイドブッ
ク，子ども医療費受給者証し
おり，ホームページに掲載。

市作成の小児救急ガイドブッ
ク，子ども医療費受給者証しお
り，ホームページに掲載
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

第３　子どもの健やかな成長のための教育環境の整備

１　次代の親の育成

(1) 男女協力による家庭を築くことの意義の普及・啓発の推進（Ｐ８３～８４）

①男女共同参画推進事業 [男女共同参画課] 情報誌の発行 年２回 情報誌の発行  4,000部×2回 情報誌の発行 ２回
啓発誌の発行 年１回 啓発誌の発行 小学校3,400部 啓発誌の発行 小学3,400部
啓発パネル展 年１回 中学校3,200部 中学3,250部

啓発パネル展 啓発パネル展 １回
男女共同参画行政推進状況の調査

メールマガジン配信 メールマガジン配信

②はこだて男女共同参画フォーラム [男女共同参画課] 開催回数 年１回 開催回数 １回 開催回数 １回
参加者数 ２６４人 参加者数 ４２３人

③お父さんのための子育て講座（再掲） [次世代育成課]
④両親学級（再掲） [健康増進課]
⑤思春期教室（再掲） [健康増進課]

(2) 子どもを生み育てることの意義の普及・啓発の推進（Ｐ８５～８６）

①思春期保健講演会（再掲） [健康増進課]
②思春期教室（再掲） [健康増進課]

２　子どもの「生きる力」の育成に向けた学校の教育環境等の整備

(1) 確かな学力の向上（Ｐ８７～８８）

①教育用コンピュータ整備事業 [学務課] 整備済校数 前期計画に未登載 整備済校数
　小学校 ４７校 小学校 ４７校
中学校 ２８校 中学校 ２８校

②学力向上推進事業 [教育指導課] 標準学力検査実施校数 対象校数 標準学力検査実施校数
　小学校 ４７校 　小学校 ４７校 小学校 ４７校
中学校 ２８校 中学校 ２８校 中学校 ２８校

　市内の女性団体等で構成する実行委員会形式により，男女共同参画社会
の実現を目的として，講演会やパネルディスカッションなどを開催する。

　コンピュータの操作をとおして，その役割や機能について理解させ，情
報を適切に活用する基礎的な能力を養うため，市立小・中学校にコン
ピュータ機器の整備およびインターネットの整備を実施する。

　男女共同参画社会を推進するうえで必要な情報誌，啓発誌などによる広
報啓発活動に取り組む。

　市立の小・中学校において標準学力検査を実施し，検査の結果集約，
データの分析・考察，学習に係わる児童の意識調査の実施・分析，学習指
導の工夫・改善に係わる実践上の課題等についての検討を行う。

男女共同参画行政推進状況の調査
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

(2) 豊かな心の育成（Ｐ８９～９０）

①子どもなんでも相談１１０番（再掲） [次世代育成課]
②放課後子ども教室推進事業（再掲） [生涯学習課]
③道徳教育の充実 [教育指導課] 事業の継続 全校 道徳教育に係る学校教育指導

道徳教育に関する研究資料等発行 全校
函館市道徳教育研究会との連携 函館市道徳教育研究会との連携

授業研究参加 １回 授業研究参加 １回

④南北海道教育センターにおける教育相談 [南北海道教育センター] 適切な対応に努める。 相談件数 ４９６件 相談件数 ６６２件
教育相談595件
就学相談 67件
(11月末現在)

(3) 健やかな体の育成（Ｐ９１～９２）

①屋内体育館暖房設備整備 [施設課] 整備済校数 ５７校 整備学校数 整備学校数
小学校 1校(東山小) 小学校 １校
中学校 1校(五稜中） (東山小）

中学校 ２校
(五稜中，銭亀沢中）

②スポーツ・レクリエーション指導者育成事業 [スポーツ振興課] 養成対象人員 年１６人 スポーツ指導者養成事業 事業の実施
養成対象人員 ６人

(4) 信頼される学校づくりの推進（Ｐ９３～９４）

①校舎・屋内運動場大規模改造 [施設課] 実施校数 ４校 実施校数 １校 実施校数 なし
（整備対象校 ６校） (弥生小)

②校舎・屋内運動場改築 [施設課] 実施校数 １校 実施校数 なし 実施校数 １校
（整備対象校 ２校） (弥生小学校)

③学校施設の耐震化 [施設課] 実施済校数 前期計画に未登載 耐震診断 小学校３校
耐震診断 ４４校 耐震改修(実施設計)
耐震改修 １３校 小学校１校，中学校２校

耐震改修(改修工事）
小学校２校，中学校１校

　幼児，児童・生徒の教育上の諸問題の解決を図るため，本人，保護者，
学校教育関係者の申し出により，適応，進路および適性に関する相談を実
施する。

　学習環境の充実や各種集会など諸行事に快適な場を提供するとともに，
災害時の避難所としての機能を充実するため，小・中学校の体育館に暖房
設備を整備する。

　豊かな心の育成をめざすため，学校教育指導を通じて各学校に指導を行
うとともに，道徳教育に係る学校教育指導資料等の作成，函館市道徳教育
研究会との連携のもとでの公開研究会等における助言等を行う。

　スポーツ・レクリエーションの資格取得に要する経費の一部を補助す
る。

　老朽化した校舎・屋内体育館の大規模改造を行う。

　老朽化した校舎・屋内体育館の改築を行う。

　旧耐震基準の施設について，耐震診断を実施し，必要に応じて，耐震改
修を実施する。

道徳教育に係る学校教育指導
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

④学校評議員制度 [学務課] 設置校数 ７６校 設置校数 ７８校 設置校数 ７８校
(市立幼小中高全校) (市立小中学校全校)

委員数 ３８８人 委員数 ３８７人

⑤創意ある学校づくり推進事業（知恵の予算） [学務課] 事業の継続 前期計画に未登載 実施施設数
小学校 ４５校
中学校(併置校含む) ２８校
高等学校 １校

(5) 幼児教育の充実（Ｐ９５）

①私立学校運営費補助金 [総務課] 事業の継続 事業の実施 事業の実施

②保育の質の向上（再掲） [子育て支援課]
③学校（園）教育指導の充実 [教育指導課] 事業の継続 子育てにかかわるセミナー 子育てにかかわるセミナー

１か所 ２か所
幼稚園・小学校連絡協議会 幼稚園・小学校連絡協議会

３回 ３回

３　家庭や地域の教育力の向上

(1) 家庭教育への支援の充実（Ｐ９６）

①地域子育て支援拠点事業(子育てサロン，つどいの広場)(再掲) [子育て支援課]
②子育てサポート教室（再掲） [子育て支援課]
③乳幼児健康診査（再掲） [健康増進課]
④家庭教育支援事業（家庭教育セミナー） [生涯学習課] 派遣団体数 ２４団体 前期計画に未登載 派遣団体数 ２４団体

(2) 地域の教育力の向上（Ｐ１０７）

①子ども放送局 [生涯学習課] 事業の継続 開催回数 ２２回 開催回数 ２２回

②子ども会への助成 [生涯学習課] 事業の継続 加入者数 加入者数
旧函館地区 ４５団体 １，６７２人
５０団体 １，６２８人

　市立の小・中・高等学校において，子どもたちの豊かな成長を図るた
め，各学校が知恵を絞り，子どもの実態を踏まえ，地域の特色を生かした
教育活動を展開する事業。

　保護者や教職員，地域の関係者が集まる機会に講師を派遣し，家庭教育
に
関する学習機会を提供する。

　地域で子どもたちの健全育成を図る役割を担っている子ども会に補助金
を交付する。

　市立幼稚園が取り組んでいる子育てに係わるセミナーおよび函館市幼児
教育研究会による幼稚園・小学校連絡協議会において，幼児教育の研究協
議を行うとともに，幼稚園・小学校の連携を図る。

　学校長が，保護者や地域住民など学校外の有識者から，学校経営に関し
て幅広く意見を聞くとともに，必要に応じて，助言を求める。

　私立学校の教育条件の維持向上，父母負担の軽減と私立学校の経営の健
全性を高めるため，幼稚園から大学までの私立学校を設置する学校法人に
対して補助金を交付する。

　文部科学省によるインターネット放送の子ども向け番組を亀田福祉セン
ターにおいて提供し，ボランティアの指導による工作や実験などの体験学
習に取り組む。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

③放課後子ども教室推進事業（再掲） [生涯学習課]
④スポーツ少年団への助成 [スポーツ振興課] 事業の継続 加入者数 事業の実施

７５団体 １，９４４人

⑤総合型地域スポーツクラブ育成支援事業 [スポーツ振興課] 対象団体 ５団体 前期計画に未登載 事業の実施

⑥学校開放事業（再掲） [スポーツ振興課]
⑦スポーツ・レクリエーション指導者育成事業（再掲） [スポーツ振興課]

４　子どもを取り巻く有害環境対策の推進

(1) 関係業界への自主的措置の促進（Ｐ９９）

①有害図書等販売状況一斉立入調査（再掲） [生涯学習課]

(2) 情報モラル教育の推進（Ｐ１００）

①情報モラル教育の推進 [教育指導課] 事業の継続 前期計画に未登載 研修の実施 １回

第４　子育てを支援する生活環境の整備

１　良質な住宅の確保

(1) ファミリー向け賃貸住宅の供給支援（Ｐ１０２）

①西部地区空家・空地相談室 [街づくり推進課] 事業の継続 相談の受付 相談の受付
実地アドバイスの実施 実施アドバイスの実施
空地･空家の情報提供 　空地・空家の情報提供

②西部地区ヤングカップル住まいりんぐ支援事業 [住宅課] 事業の継続 補助件数 新規　４０件 補助件数 新規　４２件
更新１２２件 更新１４０件

　情報活用場面における自他の権利や責任，ネットワーク上のルールやマ
ナーなど，情報社会で適正な活動を行うために必要な情報モラルを児童・
生徒に身に付けさせ，各学校の指導の充実を図るとともに，保護者をはじ
めとする地域住民に対する啓発を行う。

　青少年へのスポーツの普及，体力の向上，さらには青少年の健全育成の
ために，少年野球をはじめとする各種スポーツ大会の開催を行っている団
体に運営費用の一部を補助する。

　西部地区の空家・空地の流通促進を図るため，所有者の意向を確認し，
インターネットや相談窓口で情報提供を行うとともに，西部地区の住民
に，建物の改修方法など住み続けるためのアドバイス等を行うほか，空
家・空地の活用を円滑に進めるため，専門的な助言を行う実地アドバイ
ザーを派遣する。

　西部地区内における若年層の定住を促進し，活力あるまちづくりを進め
るため，地区内の民間賃貸住宅に入居する新婚世帯に，家賃の一部を補助
する。

　地域に根付いた生涯スポーツの振興を図るため，総合型地域スポーツク
ラブに対して，その活動に要する費用の一部を補助する。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

２　良好な居住環境の確保

(1) 良好な居住環境の確保（Ｐ１０３）

①借上市営住宅制度 [住宅課] 新規供給数 なし 新規供給数 なし
総供給数 １２棟３３３戸 供給数 １２棟３３３戸

(2) 住宅に係る情報提供，相談事業の充実

①住宅相談事業 [住宅都市施設公社] 相談件数 ８１３件 事業の実施

３　安全な道路交通環境の整備

(1) 安全な道路交通環境の整備推進（Ｐ１０５）

①スクールゾーン，幼児ゾーン警戒標識の設置 [交通安全課] 設置数 設置数 設置数
スクールゾーン ４本 スクールゾーン ３１本 スクールゾーン ２本
幼児ゾーン ４本 幼児ゾーン １９本

②道路のバリアフリー化整備 [道路建設課] 事業の継続 防護柵設置 防護策設置
歩車道段差解消 歩車道段差解消
点字ブロック設置 点字ブロック設置
歩道勾配解消 歩道勾配解消
横断歩道滑り止め舗装 横断歩道滑り止め舗装

充実を図りながら，継続す
る。

良質な賃貸住宅の供給を行
う。　西部地区において，市が事業者に建設費の補助を行い，建設した住宅を

借り上げ，良質な賃貸住宅の供給を行う。

　歩行系幹線道路における歩道の縦断こう配および横断こう配の改善，線
状誘導ブロックを含めた点字ブロックの設置や縁石の段差の解消を行う。

　 幼児，児童の交通事故防止を目的に，幼稚園，保育所，小学校の半径
500メートルをスクールゾーンとして，また，児童館および児童・幼児公園
の半径100メートルを幼児ゾーンとして設定して，警戒標識を設置し，運転
者の注意を喚起する。

　住宅相談窓口を設け，適切な指導・助言を行う。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

４　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

(1) 交通安全教育の推進（Ｐ１０７）

①交通安全教室の開催 [交通安全課] 開催回数 ６８０回 開催回数 ６９０回 開催回数 ６７０回

②梁川交通公園の設置運営 [交通安全課] 事業の継続 入園者数 ２０，８４１人 入園者数 ２６，２７５人

③交通指導員の研修 [交通安全課] 事業の継続 交通指導員数 １０人 交通指導員数 １０人

(2) チャイルドシート利用環境の整備推進（Ｐ１０８）

①交通安全パネル展の開催 [交通安全課] 開催回数 １回 開催回数 １回 開催回数 １回

(3) 自転車の安全利用の推進（Ｐ１０９）

①幼児２人同乗用自転車普及促進事業 [交通安全課・次世代育成課] 事業化を検討する 前期計画に未登載 未実施

５　安心して外出できる環境の整備

(1) 公共的施設のバリアフリー化の推進（Ｐ１１０～１１１）

①福祉のまちづくりの推進 [福祉推進課] パネル展開催回数 １回 パネル展開催回数 １回 パネル展開催回数 １回

１回 １回

②福祉のまちづくり施設整備費補助金 [福祉推進課] 一層のＰＲに努める。

ラジオによる広報 １回 広報ラジオ番組でのＰＲ
補助件数 １件 補助件数 ２件

福祉のまちづくり推進委員会

関係団体主催の研修会への参
加　　　　　３人体制

　病院，百貨店，ホテル，飲食店など多数の人が利用する公共的施設につ
いて，バリアフリー化に係わる整備基準の周知のほか，人を思いやる心な
どの意識の醸成を図るため，「心のバリアフリー」化に向けた取組みとし
てパネル展の開催，出前講座，広報誌などによる啓発活動に取り組む。

　既存の公共的施設について，整備基準に沿ったバリアフリー化整備を行
う際に整備費用の一部を市が補助する。

市政はこだてやパンフレット
による制度の周知・啓発

　交通安全に関するパネルや展示物等により，交通安全意識の一層の向上
を図る。

　交通安全教育を推進するため，関係団体主催の研修会に参加するなど，
交通指導員の指導力の向上に努める。

　 交通指導員による交通安全教室を計画的に実施する。

　交通遊具をはじめとして，ゴーカート，自転車等を配備し，市内の幼
児・小学校児童等が，楽しみながら，交通ルールを学ぶ。

　幼児２人同乗用自転車に関する情報提供や自転車の貸出，助成を行う事
業。

関係団体主催の研修会への参加
２人

福祉のまちづくり推進委
員会の開催

市政はこだてやパンフレットに
よる制度の周知・啓発
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

③赤ちゃん休憩所設置事業（再掲） [次世代育成課]
④道路のバリアフリー化整備（再掲） [道路建設課]
⑤公園のバリアフリー化整備 [緑化推進課] 事業の継続 東山墓園

五稜郭公園

(2) 子育てバリアフリー情報提供の充実（Ｐ１１２）

①「すくすく手帳」の発行（再掲） [次世代育成課]

６　安全・安心まちづくりの推進

(1) 犯罪等の防止に配慮した環境の整備推進（Ｐ１１３）

①街路灯設置費補助事業 [市民課] 新設・取替数１，０００灯 新設・取替数 ８４７灯 新設・取替数 ８９７灯

②街路灯電灯料補助事業 [市民課] 事業の継続 補助灯数 ２２,９７８灯 補助灯数 ２３，０６９灯

③街路灯の整備 [維持課] 事業の継続 新設灯数 １０灯 新設灯数 ３灯
町会移管灯数 ８１灯 町会移管灯数 ９６灯

(2) 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進（Ｐ１１４～１１６）

①防犯協会補助事業 [市民課] 事業の継続 事業の継続

②少年・少女セーブサポート運動 [教育指導課] 事業の継続 緊急避難場所設置数 緊急避難場所設置数
旧函館地区 旧函館地区

１０，０００か所 １０，０００か所
４支所地区 ４支所地区

５００か所 ５００か所

　高齢者，障がい者を含むすべての人々が，安全に緑の空間を享受できる
よう，公園の出入り口や園路の勾配・段差について，公園の特性などを考
慮し，その解消に努める。

　各種防犯活動を展開している函館市中央地区防犯協会，函館西防犯協会
に補助金を交付する。

　町会等が設置する街路灯の電灯料の一部を市が補助する。

　子どもたちが事件に巻き込まれそうになったときの避難場所として，通
学路などに面した商店や公共施設のほか，一般家庭に依頼してステッカー
を貼り，逃げ込むことができる場所を周知するとともに，地域住民の子ど
もの安全確保に対する意識高揚を図る。

函館市中央地区防犯協会，函
館西防犯協会への補助

　町会等が街路灯の新設，取替えをする際，費用の一部を市が補助する。

　交通量の多い市道交差点において，街路灯設置が交通事故減少に効果的
と見られる箇所に既存電柱等を活用して街路灯を設置する。

函館公園，見晴公園，
都市公園安全安心事業(測量調
査実施設計)
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

第５　仕事と生活の調和の実現

１　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直しの推進

(1) 仕事と生活の調和の実現に向けた広報・啓発活動の推進（Ｐ１１７～１１９）

①女性センター各種講座 [男女共同参画課] 講座内容 講座内容
男女共同参画講座 DV予防講座 ２回

１回　　９人 参加者数 延べ２２人
DV予防講座 １回　２２人

②男女共同参画推進事業（再掲） [男女共同参画課]
③はこだて男女共同参画フォーラム（再掲） [男女共同参画課]
④「仕事と子育て」両立推進フォーラム [次世代育成課] 前期計画に未登載 未実施

⑤お父さんのための子育て講座（再掲） [次世代育成課]
⑥ちびっこあそびの広場（再掲） [子育て支援課]
⑦子育て女性等の就職支援 [労働課] 前期計画に未登載

２　仕事と子育ての両立のための基盤整備

(1) 多様な働き方に対応した子育て支援（Ｐ１２０～１２１）

①ファミリー・サポート・センター事業（再掲） [子育て支援課]
②各種保育サービス（再掲） [子育て支援課]
③［仕事と子育て」両立推進フォーラム（再掲） [次世代育成課]
④仕事と家庭の両立支援制度の周知・啓発 [労働課] 前期計画に未登載

⑤放課後児童健全育成事業（再掲） [生涯学習課]

(2) 育児休業制度等の普及・啓発の推進（Ｐ１２２～１２３）

①育児休業制度等の利用促進 [労働課] 事業の継続

事業化を検討する

事業の継続 函館公共職業安定所内の函館
マザーズコーナーの周知を図
る

国や道が実施するワークライ
フバランス推進に係る各種事
業・施策の周知を図る

ホームページでの周知，当該
制度等を掲載した「雇用促進
支援ガイド」(事業所向け)お
よび「労働者ハンドブック」
(市民向け）の作成・配布を
行う

　「仕事と生活の調和の実現」は，子どもを生み育てやすい環境づくりに
つながることから，その実現に向けて，市民や企業をはじめ，地域社会全
体で取り組むための意識啓発を図るとともに，行動喚起を促すことを目的
とした講演会等を行う事業。

事業の継続

　ハローワーク函館マザーズコーナーについて，市広報誌，ホームページ
により周知を図るとともに，子育て女性等の就職支援協議会において，関
係機関との情報・意見交換を行うなど，就職支援に取り組む。

　国が実施するワークライフバランス推進のための各種セミナーや事業所
内保育施設整備にかかる助成金制度，道が実施する両立支援促進のための
各種施策などを市広報誌，ホームページにおいて周知・啓発を図る。

　女性センターにおいて，男女共同参画にかかわる各種講座を開催する。

　育児休業制度等に係る助成金について，市広報誌やホームページ，「雇
用促進支援ガイド」により周知を行い，利用促進を図るとともに，当該制
度を「労働者のためのハンドブック」にも掲載し，労使両面に対して，そ
の周知に努める。

ＰＲに努め，関心の高い講
座内容を検討する。

ホームページでの周知，当該制
度等を掲載した「雇用促進支援
ガイド」(事業所向け)および
「労働者ハンドブック」(市民
向け）の作成・配布を行う
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

第６　特別な援助を要する家庭への支援

１　児童虐待防止対策の充実

(1) 関係機関との連携等（Ｐ１２４～１２５）

①函館市要保護児童対策地域協議会 [次世代育成課] 事業の継続 要保護児童対策地域協議会 要保護児童地域対策協議会
代表者会議 １回 の開催
実務者会議 ２回 代表者会議 １回

実務者会議 ２回
個別ケース検討会議

随時
(11月末現在 9回開催)

(2) 発生予防，早期発見・早期対応等（Ｐ１２６～１２７）

①主任児童委員，児童委員の活動の促進（再掲） [社会課]
②児童虐待防止意識啓発事業 [次世代育成課] 事業の継続 児童虐待対応マニュアルの

作成・配布 ６５０部
虐待防止啓発用カードの
作成・配布 ５，０００枚

③育児支援家庭訪問事業（再掲） [次世代育成課]
④子どもなんでも相談１１０番（再掲） [次世代育成課]
⑤乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）（再掲）[健康増進課]
⑥妊婦健康診査（再掲） [健康増進課]
⑦妊産婦保健指導（再掲） [健康増進課]
⑧乳幼児健康診査（再掲） [健康増進課]
⑨乳幼児保健指導（再掲） [健康増進課]
⑩産後うつ・育児支援事業（再掲） [健康増進課]

２　障がい児施策の充実

(1) 障がいの早期発見・早期療育の充実（Ｐ１２８～１２９）

①乳幼児健康診査（再掲） [健康増進課]
②乳幼児健康診査　二次スクリーニング（再掲） [健康増進課]
⑨乳幼児保健指導（再掲） [健康増進課]
④子ども発達支援事業 [障害福祉課] 事業の継続 通園児童への支援 １６人 通園児童への支援 １６人

未通園児童への支援 延212人 未通園児童への支援 延234人
専門支援 ２１日 専門支援 ２２日
発達支援体制コーディネート 発達支援体制コーディネート

⑤障がい児に関する知識・情報の提供 [障害福祉課，健康増進課] 事業の継続 適宜情報を提供する 適宜情報を提供する

児童虐待防止啓発カード作成・
配付（5,000枚作成）

　児童虐待対応マニュアルや児童虐待防止啓発用カード等を作成・配布
し，児童虐待防止に関する意識啓発を図る事業。

 市や教育委員会，児童相談所のほか，警察，保育所，幼稚園，小・中学
校，主任児童委員，児童委員，医療機関など，子どもを取りまく関係機関
により構成されており，代表者会議や実務者会議のほか，個別ケース検討
会議を開催し，被虐待児などの要保護児童の適切な保護を図るために必要
な情報交換や支援の内容に関する協議等を行う。

児童虐待対応マニュアルの作
成・配付（６５０部作成）

　おしま地域療育センターにおいて，障がい児等やその家族への個別の支
援計画の策定・療育支援,家族への相談支援を行うとともに，センター職員
または医師などによる指導，支援など，発達支援体制の整備を図る。

　保健・医療・福祉・教育の各機関等が実施している啓発事業を通じて，
障がい児を持つ保護者や療育関係者のみならず，一般市民にも障がいに関
する情報等を提供する。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

⑥障がい児訪問指導 [健康増進課] 訪問指導の充実 障害児訪問実施数 事業の実施
実　１６４人
延　２３８人

⑦はこだて早期療育連絡会 [健康増進課] 連絡会の開催 ３回 連絡会の開催 ３回

⑧１歳６か月児健診事後教室（にこにこ教室） [健康増進課] 事業の継続 前期計画に未登載 開催回数 １２回

(2) 一貫した総合的な障がい児施策の推進

①児童デイサービス事業 [障害福祉課] 実施箇所数 ３か所 実施箇所数 ３か所
延利用者数 ２，７７９人

②はこだて早期療育連絡会（再掲） [健康増進課]

(3) 教育的支援の推進（Ｐ１３１～１３２）

①ウィークエンド・サークル活動推進事業（再掲） [生涯学習課]
②特別支援教育サポート委員会の設置 [学務課，教育指導課] 事業の継続 前期計画に未登載 全体会 ３回

③特別支援教育支援員配置事業 [学務課，教育指導課] 事業の継続 前期計画に未登載 特別支援教育支援員の配置
　　　　　　　　　　　４８校　５０名

④特別支援教育に関する研修の充実 [教育指導課] 事業の継続 特別支援教育研修会　 ２回 特別支援教育研修会　 ２回
参加者数 １５６人

　市立小・中学校に在籍する，発達障がい等の教育的支援が必要な児童・
生徒に対して，学校における日常生活上の介助や，学習支援を行う特別支
援教育支援員を配置する。

　障がいや障がいの疑いのある子どもに携わる保健・福祉・療育・教育関
係機関が連携し，情報交換や課題協議を行うなかで，障がいの早期発見・
早期療育に取り組む。

　障がい児の発達を支援するために，保健・医療・福祉・教育に関する情
報を提供するとともに，保護者の育児不安の解消を図るために訪問指導の
充実に取り組む。

事業の継続
　常生活における基本的な動作を身に付け，集団生活への適応能力を養う
ため，障がいのある児童等に対する早期療育を実施する事業。

　１歳６か月児健診等において，言語発達や精神発達等で経過観察を要す
ると判断された子ども，または，育児不安や子どもとの関わり方に問題が
あると判断された保護者を対象に，小集団での遊び等を通じて，子どもの
発達状況や保護者の関わり等を確認し，個別の育児相談や発達相談を行
う。

　市立幼稚園，小・中学校を対象として，学習障がい（ＬＤ），注意欠陥
／多動性障がい（ＡＤＨＤ），高機能自閉症等，特別な支援を要する児
童・生徒への教育的対応について，巡回相談などを通じて，専門的な意見
の提示や助言を行う。

　市立小・中学校の特別支援学級設置校を対象に，障がいのある児童・生
徒の可能性を最大限に発揮させる教育の推進に関する研究協議や講演会を
実施する。

事業の継続
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

⑤特別支援教育就学扶助 [保健給食課] 事業の継続 支給対象児童 支給対象児童
小学生 ９５人 　　　　　　　　　　　小学生 １１６人
中学生 ４１人 中学生 ３５人

(4) 保育所等における障がい児保育等の推進（Ｐ１３３）

①私立幼稚園における障がい児教育 [総務課] 施設数 ２３園 対応可能施設数 ２０か所 事業の実施

受入実績 ５園（１１人）

②保育所における障がい児保育（再掲） [子育て支援課]
③放課後児童健全育成事業における障がい児保育 [生涯学習課] 実施施設の拡大 障害児入所施設 施設数 ２１か所

　公営 　０か所 入所児童数 ４９人
民営 ２０か所，３９人

第７　母子家庭等の自立支援

１　母子家庭等の自立支援の推進

(1) 子育て・生活支援の充実（Ｐ１３５～１３７）

①母子家庭等の保育所優先入所 [子育て支援課] 事業の継続 事業の実施

②母子生活支援施設 [子育て支援課] 施設数等２か所，４０世帯 施設数等 ２か所，４０世帯 施設数等 ２か所，４０世帯

③小規模分園型（サテライト型）母子生活支援施設 [子育て支援課] 施設数等 １か所，６世帯 施設数等 １か所，６世帯 施設数等 １か所，６世帯

④ひとり親家庭ふれあい交流事業 [子育て支援課] 開催回数 １回 開催回数 開催回数
映画鑑賞会 １回１０２人 映画鑑賞会 １回１０２人

⑤母子福祉センターでの趣味・教養教室 [子育て支援課] 事業の継続 教室内容 教室内容
リズムダンス，料理，
歌謡，英会話，ヨガなど

保育所入所実施審査にあたっ
て，母子・父子家庭に所要の
配慮をしている

リズムダンス，料理，
歌謡，英会話，ヨガなど

　私立幼稚園では，障がいへの理解を深めるとともに，療育を進めるた
め，心身に障がいのある幼児を受け入れる。

　特別支援学級に在籍する児童・生徒の保護者等で，一定の要件を満たす
場合に，特別支援学級への就学のために必要な給食費，通学費，修学旅行
費などの経費を支給する。

　保育所や幼稚園と同様に学童保育所においても障がい児保育を実施する
必要があり，障がいのある児童を受け入れるための施設改修や備品購入を
支援するなかで，実施施設を拡大する。

　住居を提供するだけでなく，生活支援，就業支援，育児相談，教育相談
などを通じて，自立を支援する。

　ひとり親家庭を対象に映画鑑賞会を実施する。

　母子家庭や寡婦の方を対象として，趣味や教養，スポーツ・レクリエー
ションを通じて生きがいを深め，健康で明るい生活を送るための各種教室
等を開催する。

　母子生活支援施設入所に係わる課題をほぼ解決している母子家庭につい
て，民間住宅等を活用して，本体施設と連携を図りながら，生活指導や相
談の支援を行い，その自立を重点的に支援する。

　母子世帯や父子世帯を対象に，認可保育所の優先入所を実施する。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

⑥ひとり親家庭奉仕員派遣事業（再掲） [子育て支援課]
⑦子育て支援短期利用事業（ショートステイ事業）（再掲）[子育て支援課]
⑧トワイライトステイ事業（再掲） [子育て支援課]
⑨市営住宅への母子家庭等の優先入居 [住宅課] 事業の継続 事業の実施 事業の実施

(2) 就業支援の充実（Ｐ１３８～１４０）

①母子福祉センターでの技能習得事業 [子育て支援課] 教室内容 教室内容 教室内容
エクセル教室 ３教室 エクセル教室 ３教室 エクセル教室 ３教室
ワープロ教室 １教室 ワープロ教室 １教室 ワープロ教室 １教室
簿記 ２教室 販売士教室 ０教室

②母子家庭等就業・自立支援センター事業 [子育て支援課]

（函館高砂母子ホーム内）

③母子自立支援プログラム策定事業 [子育て支援課] 前期計画に未登載

④母子家庭自立支援給付金支給事業 [子育て支援課] 自立支援教育訓練給付金 ６件 自立支援教育訓練給付金 １７件
高等技能訓練促進給付金 １８件 高等技能訓練促進給付金 ４０件

⑤子育て女性等の就職支援（再掲） [労働課]

就業相談，就業促進活動，セ
ミナー就業情報提供など事業
を展開
（函館高砂母子ホーム内）

　道と連携を図りながら，一貫した就業支援サービスを提供するととも
に，地域生活や養育費に関する相談のほか，民間事業者に対する就業に係
わる協力依頼など，総合的な支援について，きめ細かく取り組む。

事業の周知・啓発に努める
とともに，母子家庭の自立
を一層支援するため，対象
資格の拡充について検討。

　母子家庭の母親を対象として，就職に有利な資格を得るための講座を開
催する。

　高齢者，障がい者，母子世帯，低所得者を対象に市営住宅の優先入居を
実施する。

事業の継続

　資格取得のための指定された講座を受講する場合や，看護師，介護福祉
士など，経済的自立に有効な資格を取得する場合などに給付金を支給す
る。

北海道との連携を図りなが
ら，きめ細かく取り組む。

　就職や転職を希望する児童扶養手当受給者を対象に，専門の相談員が面
談のうえ，本人の希望や実情に対応した自立支援計画書(プログラム)を策
定して，個々に応じたきめ細かな就業支援を行う。

民間事業者に対して，市政は
こだてによる広報活動やパン
フレット等での協力依頼の実
施

就業相談，就業促進活動，セミ
ナー就業情報提供など事業を展
開
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

(3) 養育費確保の促進（Ｐ１４１）

①養育費確保にかかる周知・啓発事業 [子育て支援課] 継続して周知啓発を行う。

(4) 経済的支援の充実（Ｐ１４２）

①ひとり親家庭等医療費助成制度 [医療助成課] 事業の継続 受給者年間平均 受給者年間平均
９，２７２人 ９，３６１人

受診件数 受診件数
５８，８９１件 ５８，１９７件

②遺児手当 [子育て支援課] 対象児童数 延　５８６人 対象児童数 延　５００人

③母子福祉資金・寡婦福祉資金貸付金 [子育て支援課] 事業の継続 貸付件数 貸付件数 ４２３件

④母子家庭自立支援給付金支給事業（再掲） [子育て支援課]

(5) 情報提供および相談体制の充実（Ｐ１４３～１４４）

①母子自立支援・女性相談室 [子育て支援課] 事業の継続 相談員 ４名兼務 相談員 ４名兼務
相談件数 ３，４１４件 相談件数 ３，５６０件
(母子自立支援相談室分 3,121件 (母子自立支援相談室分 3,300件)

(女性相談室分 293件) (女性相談室分 260件)

②「ひとり親家庭のしおり」の配布 [子育て支援課] 事業の継続 作成・配付数 １，０００部 作成・配付数 １，０００部

　母子家庭および寡婦家庭の経済的自立と生活の安定，子どもの福祉を図
るため，無利子または低利子で各種資金の貸付けを行う。

母子自立支援員による相談児
や児童扶養手当の申請時に周
知を行う

制度の周知，広報に努め
る。　父および母を失った遺児または不慮の事故，災害により父母のいずれか

を失った遺児の養育者に対して，手当を支給する。

　母子または父子家庭や両親のいない家庭の20歳未満の子とひとり親家庭
の母または父の医療費の一部を助成する。

　母子及び寡婦福祉法では，非監護親は養育費を支払うよう努めるべきで
あると定められており，児童扶養手当の申請時などに，養育費の確保に関
する周知・啓発を図る。

　専任の相談員を配置し，生活全般の問題について相談に応じ，その自立
に必要な指導と生活資金の貸付を行う。

　母子または父子家庭を対象とした相談や手当の制度，生活資金の貸付，
仕事，子育て支援サービス等，生活に必要な情報を掲載した冊子を作成
し，対象世帯に配布する。

母子自立支援員による相談児や
児童扶養手当の申請時に周知を
行う

母子福祉資金・寡婦福祉資金貸
付金　　　２５４件
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

第８　子育てに伴う経済的負担の軽減

１　子育て家庭への経済的支援の充実

(1) 各種手当の支給・充実（Ｐ１４６～１４７）

①子ども手当 [子育て支援課] 事業の継続 前期計画に未登載

対象児童数
②児童手当 [子育て支援課] 事業の継続 対象児童数 ２７８，７０２人

延　２４６，７０７人

③児童扶養手当 [子育て支援課] 事業の継続 対象児童数 対象児童数
延　７２，０３４人 延　７２，７２６人

(2) 医療費等の助成，軽減の実施（Ｐ１４８）

①私立学校運営費補助金（再掲） [総務課]
②子ども医療費助成制度 [医療助成課] 事業の継続 受給者年間平均 受給者年間平均

２０，０６８人 １９，７１５人
受診件数 受診件数

２９９，２６４件 ３０３，６６０件

③保育所保育料の軽減 [子育て支援課] 事業の継続 事業の実施 事業の実施

④第３子以降の保育所保育料の無料化 [子育て支援課] 事業化を検討する 前期計画に未登載 未実施

⑤幼稚園就園奨励事業 [保健給食課] 事業の継続 対象者 対象者
市立　２園 １５人 市立　２園 ２５人
私立２７園 ２，３９５人 私立２８園 ２，４２３人

　国の制度に基づき適切に支給する。

　国の制度に基づき適切に支給する。

　経済的な事情により，就園が困難な幼児の保護者の経済的負担を軽減す
るため，幼稚園児の入園料，保育料を世帯の市民税額の状況に応じて減免
する。

　低所得世帯に配慮しながら，保育料に係る階層区分を細分化等すること
により，保育料の負担を軽減する。
　また，同一世帯で３人以上入所した場合は，３人目以降を無料としてい
る。

　同一世帯に３人以上の児童（18歳未満）がいる世帯において，認可保育
所に入所している第３子以降の保育料の無料化を行う。

　国の制度に基づき適切に支給する。

　小学校卒業までの乳幼児・児童の保険診療内の医療費を，一定の要件の
もとに助成する。
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平成21年度実績
(前期計画分）

計画目標　～平成26年度施策項目および事業内容 平成22年度計画

(3) 就学に係る費用の助成，軽減の実施（Ｐ１４９）

①就学扶助 [保健給食課] 事業の継続 前期計画に未登載 準用保護者数
５，２１５人

児童生徒数
１８，５７５人

認定率 28.1%
②入学準備金貸付事業 [保健給食課] 事業の継続 前期計画に未登載 大学・大学院 １７人

専修学校 ９人
高専・高等学校 ６０人

③奨学金貸付事業 [保健給食課] 事業の継続 前期計画に未登載 新規生 ７６人
継続生 １７１人

　高等学校・大学などへ入学する生徒の保護者で入学金等の調達が困難な
者を対象として入学準備金を貸し付ける。

　高等学校・大学などに在学し，経済的理由により就学困難な学生・生徒
を対象に奨学金を貸し付ける。

　経済的理由により，就学が困難と認められる児童・生徒の保護者に対し
て，保護者の負担を軽減するため，給食費や学用品など，必要な援助を行
う。
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